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修があり，毎年多くの学生が 2 週間の滞在を通して相手国の言語や文化を学んでいる。(1) 














 本学にとって 2005 年の短期研修受入れは貴重な経験だった。本学発行の雑誌『くろし











  インドネシア パジャジャラン大学，1992 年協定締結 
          10 回（1999～2009），延べ 184 人派遣 
  アメリカ   ハワイ大学カピオラニ・コミュニティカレッジ，1996 年協定締結 
          11 回（1999～2009），延べ 348 人派遣 
  中国     南京農業大学国際教育学院，2002 年協定締結 
          6 回（2004～2009），延べ 69 人派遣 
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1. 1 本学の国際交流実施体制 
 本学は鹿児島市内の公立短大で，第一部（昼間課程）一学年の定員が 180 人の小規模校
である。学部はなく，教員 46 人は文学科，生活科学科，商経学科の 3 学科に，事務職員
22 人は事務局，学生部の 2 部局および附属図書館に所属している。事務職員は県の職員
であるため，通例 2～4 年で本学から異動となる。国際交流の実施責任は地域研究所が担





筆者たちグループ 2 名は 2005 年当時の中国文学，日本語教育担当教員の転出を受けて
2007 年に本学に着任し，この業務を引き継いだ。 
 
1. 2 2005 年の短期研修受入れの概要 
 短期研修受入れの準備は 2004 年 9 月から始まった。当時の地域研究所は 2002 年に南
京農業大学国際教育学院との学術交流協定の締結後，2004 年からは短期研修派遣を開始
し，次のステップとして留学制度の整備に全力を注いでいた。(3) 当初は短期研修受入れ





のないことが判明し，2005 年 2 月の段階で中国に絞り込んで検討を続けることが決定さ
れた。プログラムについては折からの鹿児島県の財政難による紆余曲折を経ながらも 5 月
までにはほぼ固まり，5 月 11 日に 10 日間の短期研修受入れを試験的に実施することが全
学的に決定された。日程は次のとおりである。 
 
  7 月 16 日（土） 12:40 鹿児島空港着 
 14:00 宿泊施設・本学のガイダンス 
 17:00 Welcome Party 
  7 月 17 日（日） 9:00 プロジェクトワークの準備 
 13:30 学内ウォークラリー，日本の遊び紹介 
  7 月 18 日（月） 9:00 プロジェクトワーク（鹿児島市内インタビュー調査） 
 16:00 パソコン指導，プロジェクトワークのまとめ 
  7 月 19 日（火） 9:00 パソコン指導，プロジェクトワークのまとめ 
                                                 
（2）2008 年度の委員会改組によって国際交流委員会が設置され，国際交流を担うことになった。委員会の構成は，
地域研究所長が国際交流委員長を兼ねるほか，委員 3 人，事務職員若干名からなる。委員が任期 2 年で交代するこ
とや，国際交流専門の教員・事務職員が未配置なことに変更はない。 
（3）留学制度に関しては，2005 年 9 月に受入れ側は授業料を不徴収とする交換留学協定を南京農業大学国際教育
学院と締結した。本学からは毎年 1～4 人，南京農業大学からは毎年 3～5 人がこの制度を利用して留学している。 
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 14:10 プロジェクトワークの発表 
  7 月 20 日（水） 9:30 着付け教室 
 10:50 茶道教室 
 13:30 体験授業 学生の食生活からみた日中文化比較 
 14:50 体験授業 「日本語らしさ」と「英語らしさ」 
  7 月 21 日（木） 9:00 県知事表敬訪問 
 10:00 かごしま茶流通センター見学 
 12:00 吹上浜の海岸散歩 
 14:00 かごしま工芸文化村見学 
  7 月 22 日（金） 9:30 ホームステイの日本語・日本文化 
 17:00 Farewell Party 
  7 月 23 日（土） 10:00 ホームステイ対面式 
 11:00 ホームステイ（1 泊） 
 18:00 引率者と本学教員・事務職員との親睦会 
  7 月 24 日（日） 終日 自由行動 
  7 月 25 日（月） 13:30 鹿児島空港発 
 
 6月2日までに参加者は確定し，学生が南京農業大学外国語学院日本語専攻の女性9名，

























名と学生 2 名がこれに応じて受け入れた。 
（4）運営と協力態勢 
 地域研究所の運営委員 7 名，事務職員 1 名が中心となって対応した。7 月 18 日～19 日








 11 人分の活動予算は実費で 275,000 円であり，参加者 1 人あたり 25,000 円を来日時
に徴収した。謝金など，受入れ側で必要なその他の企画活動予算を 105,000 円と見積もっ
た。ただ，この短期研修受入れには予算措置がなかったので，すべて寄付で調達した。研
修終了後，参加者の実費を精算したところ残額が発生したので，1 人あたり約 6,000 円を
返金した。 
 
1. 3 2005 年の短期研修受入れに対する検証 

















 本学では 2006 年にも中国からの短期研修受入れを計画したが，実施には至らなかった。
                                                 
（4）2005 年 11 月 16 日の「南農大の受入れ結果報告会」で示された問題点は次の 5 つである。①教員・事務職員
の負担，②参加費用と講義担当者への謝金，③本学学生との交流機会拡大，④責任体制の明確化，⑤実施時期。 
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2006 年度は運営委員交代の年にあたり，新しく選出された運営委員は 4 月 26 日の運営委
員会で 2006 年の受入れ見送りをいったん決定している。7 月に実施するには準備期間が
足りないというのがいちおうの理由であり，この段階では妥当な判断だったろう。ところ
が，中国との連絡の行き違いから見送り決定が再検討されることになり，5 月 12 日の運





 2006 年の受入れでは，南京農業大学国際教育学院は 2006 年 5 月 30 日に学生に向けて
参加募集開始を通知している。(6) 申請期間は 5 月 30 日から 6 月 2 日までの 4 日間とな
っている。本学が 5 月 19 日にあわてて受入れ合意のめどを付けて国際教育学院に募集を
依頼したのだとすれば，学生は 2週間足らずのうちに参加の決断をせまられたはずである。




















                                                 
（5）2006 年 5 月 19 日の短期研修受入れ提案では，負担軽減に向けて次の 6 つの改善点が列挙されている。①履
修条件など制約の多い「社会活動」は利用しない，②簡潔で負担の少ない計画，③参加費用の増額と講義担当者へ




































年改正）第 1 条に明記されている。 
 
   深く専門の学芸を教授研究するとともに，豊かな教養と職業又は実際生活に必要な
能力を有する人材を育成し，もって地域社会の発展に寄与することを目的とする。 
 




（8）インドネシアへの短期研修派遣においては，8 年連続引率の教員や 8 年に 4 回引率の教員がいる。アメリカの
場合，7 年間に 4 回の教員や 3 年連続の教員がいる。 
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「かごしま将来ビジョン」を 2001 年策定の「21 世紀新かごしま総合計画」と比べると，
















レベルで検討されている。2009 年に「『留学生 30 万人計画』骨子」が策定され，「留学生









ここでは「3 か月未満の短期間」と表現されているが，留学生特別委員会の第 9 回議事録





























































































家庭・地域 →  本学 → 家庭・地域      環境  →   本学  →  環境 
 
 
    教員                      教員        生涯教育 
   事務職員     学生に教育          事務職員       地域連携 
   土地・設備                   土地・設備      産学官連携 
    予算                      予算       多文化共生 
                            学生 
                           協定校 
 
 
     図 1 従来型のモデル              図 2 新しいモデル 
貢献 資源 貢献 資源 
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づく多文化共生の推進計画を策定していないのは 2009 年の段階で鹿児島県を含む 3 県のみである。（2009 年 9 月，












3. 1 日本の大学における短期留学生受入れの図式 




（2008。以下，横田報告と略す）にまとめている。この調査は 2 週間未満から 1 年まで
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イナス）要因 14 項目の調査結果があり，その第 3 節「推進（プラス）要因と消極的（マ











いる。(15) 本学もこの点で同様であることは 2. 3 節ですでに述べたとおりである。 




れも 1. 3 節で示した本学の問題点と完全に一致している。横田報告が短期研修受入れにも
当てはまると判断したのは，プラス要因やマイナス要因における本学との類似性が根拠に
なっている。 






























3. 2 短期研修受入れの模式図 
















  2．複数校同時受入れ 甲南大学，同志社大学，国際基督教大学，神戸大学，九州大
学，宮崎大学 
  3．隔年受入れ 精華女子短期大学，佐賀女子短期大学，佐賀短期大学 
  4．分担受入れ 宮崎公立大学とほか 2校，佐賀女子短期大学と佐賀短期大学，
鹿児島県アジア・太平洋農村研修センターとほか 1 校 
  5．施設貸与受入れ 佐賀女子短期大学 
 
この枠組みは一見すると，1 より 2，3－4 より 1－2 の負担が大きそうに見えるが必ずし
もそうではない。2 を採用する大学は実施体制が比較的整備されているうえ，学生が来日
してしまえば 1 と大差なく，負担感で考えれば 1 とそれほど違いはない。3 は 2 年に 1 度
の実施とはいえ，実施年の負担感は 1－2 と変わらない。4 は複数校で受入れ期間を分担






報告でのプラス要因 10 項目やマイナス要因 14 項目）についても同様のことが成り立つ。 
 これまでの検討をふまえて図 3で示された短期留学生受入れの図式を短期研修受入れに
－72－
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当てはめると，A～C の 3 群で説明できる。A 群はビジョンとモデルからなり，図 3 では
大学の国際化に関わる群に相当する。B 群は枠組み，参加人数と期間，プログラムを構成
要素とし，図 3 では協定校との調整に関わる群に相当する。C 群は宿泊とホームステイ，
実施体制，予算を構成要素とし，図 3 では直接的負担に関わる群に相当する。A～C 群を
三角形の頂点とみなし，A 群が主導する形で B 群と C 群に対してマーケティングを構築す














3. 3 短期研修受入れ形式と資源の事例紹介 
 最後に論文・報告や聞き取り調査を通して得たさまざまな技術的工夫を活用することで，
本学で認識されていた問題に対する解決の糸口をつかみたい。本学における問題点は B 群
と C 群に集中している。これは皮相的な現象にすぎず，A 群こそが根本的な問題であると
本提言は主張してきたが，今は B 群と C 群に限定して短期研修受入れの技術的側面を整理
する。B 群と C 群を本学における問題点と対応させると次のようになる。 
 
  A 群 ビジョン 
    a1．ビジョンとモデル 
  B 群 短期研修受入れ形式       （本学における問題点） 
    b1．枠組み                ↓ 
    b2．参加人数と期間    実施時期 
    b3．プログラム      日程の緻密さ，本学学生との交流機会拡大，簡潔な計画 
  C 群 資源 
    c1．宿泊とホームステイ  宿泊施設 
    c2．実施体制  責任体制，教員・事務職員の負担，本学学生の位置づけ，業務委嘱 
    c3．予算    謝金，参加費用 
 
本学における問題点は，2005 年 11 月 16 日の「南農大の受入れ結果報告会」，2006 年 2









  B 群        C 群 
   短期研修      資源 
   受入れ形式 
 










プを全面的に導入している。その期間は研修期間 6 週間のうち実に 5 週間に及ぶ。 
（2）B 群 
 b1．枠組み 
 ・複数校同時受入れ  複数校同時受入れでは参加人数が多くなる傾向がある。参加人








 ・隔年受入れ  精華女子短期大学，佐賀女子短期大学，佐賀短期大学では派遣と受入
れを毎年交互に実施している。 
 ・分担受入れ  佐賀女子短期大学と佐賀短期大学では佐賀市国際交流協会が運営を積
極的に担っている。 
 b2．参加人数と期間  参加人数と期間は宿泊・ホームステイや予算と影響関係がある。
参加人数が多いと複数クラス開講になり，予算もそのぶん必要となる。複数校同時受入れ
の 6 校はすべて複数クラスを開講し，1 校受入れでも福岡国際大学（2008 年は 39 名）と
拓殖大学が 2 クラス開講している。 
 期間は 3 週間がもっとも多く 7 校，6 週間が 5 校，4 週間が 4 校で，2 週間以下は少数
派である。受入れの開始時期について見ると，協定校の学年暦の都合で 9 月以降に受け入
れた例はなかった。2 月受入れが 1 校，8 月と 9 月にまたがる受入れが 1 校のほかは 5 月
～8 月に集中している。玉川大学，拓殖大学のようにできるだけ既存の授業を組み合わせ
てプログラムを作る場合は，授業期間中に受入れ期間を設定している。 




















 c1．宿泊とホームステイ  本学のように学外の宿泊施設を用意した例は国際基督教大




ンションは全期間個室の場合，120,000 円（2006 年は利用 5 名）ときわめて高額である。
ただし全期間ホームステイを選択した場合でも 70,000 円（2006 年は利用 27 名）を徴収
している。 
 ホームステイは神戸大学についてはすでに述べたほか，国際基督教大学（2007 年は 6
週間，利用 27 名）や九州大学，東京農工大学（例年 5 週間，利用 4～5 人）のような長期
間の例もある。国際基督教大学の場合は受入れ学生全員が対象ではなく，宿泊施設に収容
しきれない分をホームステイ等で補う形にしている。 








は「国際文化学実習」履修 24 名，「日本語・日本文化教育演習」履修 17 名）1 校と少な
い。国際基督教大学（2007 年は社会人の会話ボランティア 14 名），早稲田大学（1999
年は地元青年団，市役所職員，ボランティアグループ）のように地域と連携したり，福岡






 c3．予算  基本的には予算措置のない事業は実施できないのが常識といえる。本学の
                                                 
（17）九州大学は 3 コース計 11 科目（2008）の授業を用意している。この 11 科目には日本語コース 1 科目，ア


































 富阪容子「12 周年を迎えた夏期日本語集中講座の今後の方向性」，『言語と文化』第 13
号，2009。 
 富阪容子「甲南大学夏期日本語集中講座における日本語体験学習の実際」，『言語と文化』
第 5 号，2001。 
静岡県立大学 
 澤崎宏一「『カリフォルニア州高校生のための日本語研修プログラム』における静岡県立
大生の国際交流活動」，『国際関係・比較文化研究』第 7 巻第 2 号，2009。 
愛知教育大学 
 稲葉みどり「短期研修留学生のための日本語教育」，『教養と教育』第 9 号，2009。 
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 稲葉みどり「『日本語・日本文化短期研修プログラム』の整備・充実と今後の方向性」，
『愛知教育大学教育実践総合センター紀要』第 12 号，2009。 
玉川大学 
 宮田聖子ほか「日本語短期研修プログラム構築に向けて」，『玉川大学学術研究所紀要』
第 14 号，2008。 
福岡国際大学 
 占部匡美「日本語教育に於ける国内語学研修生受け入れの実際と展望」，『福岡国際大学
紀要』第 20 号，2008。 
同志社大学 
 松本秀輔「同志社サマーセッション（夏期日本語・日本文化研修）について」，『同志社
大学日本語・日本文化研究』第 6 号，2008。 
国際基督教大学 






『神戸大学留学生センター紀要』第 13 号，2007。 
九州大学 
 岡崎智己ほか「九州大学におけるサマーコースの実践――2008 年プログラムの概要と
報告」，『九州大学留学生センター紀要』第 17 号，2008。 
 岡崎智己ほか「九州大学におけるサマーコースの実践――2005 年・2006 年プログラム
の概要とホームステイプログラムに関する考察と報告」，『九州大学留学生センター紀
要』第 15 号，2006。 
拓殖大学 
 飯田透「日本語短期研修の現状と課題」，『拓殖大学語学研究』第 112 号，2006。 
 鈴木理子「東呉大学夏季日本語研修における『東京ガイドブック』作成活動の試み」，『拓
















要』16 巻 2 号，2003。 
東京農工大学 
 田崎敦子「提携校間の夏期交換留学プログラムの意義と可能性」，『広島大学留学生教育』
第 3 号，1999。 
 
聞き取り調査（訪問順） 
 鹿児島大学，2009 年 2 月 
 宮崎公立大学，2008 年 12 月 
 精華女子短期大学，2008 年 11 月 
 佐賀女子短期大学，2008 年 11 月 
 佐賀短期大学，2008 年 11 月 
 鹿児島県立農業大学校，2008 年 11 月 
 鹿児島県アジア・太平洋農村研修センター，2008 年 11 月 
 宮崎大学，2008 年 10 月 
 鹿児島国際大学，2008 年 10 月 
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